
大都市圏における BCP 対応自立分散エネルギー供給システム導入検討 

 

早稲田大学 堀英祐 

 

1. はじめに 

2014 年 4 月 11 日に東日本大震災発生後最初の改定となる「エネルギー基本計画（第 4 次）」が閣議決定

された。同計画において、自立分散型のコージェネレーションは、地球温暖化対策や省エネルギー性の観

点はもとより、電力需給ピークの緩和、電源構成の多様化・分散化、強靱性を有するものと位置づけられたほ

か、発電する電気の取引円滑化や導入支援策の推進など電力自由化に向けた方向性が示されている。 

一方、首都直下型地震や南海トラフ地震による被害想定から、とりわけ大都市圏では、地震・津波等の大

規模な災害が危惧され、地産地消型の自立性、機能持続性を有する「事業継続計画（BCP）対応型自立分

散エネルギー供給システム」の導入検討が不可欠となっており、その導入と大都市圏における安全安心の確

保が重要な課題となっている。 

こうした背景から、平成 24 年度には都市安全確保促進事業 1）が創設され、都市再生安全確保計画やエリ

ア防災計画の作成が求められるようになった。更に、エネルギーの自立化、多重化による省エネルギーかつ

安定供給が確保された業務継続地区（BCD）構築への支援 2）など制度が整備されつつある。そこで、本検討

では、上の施策を実施すべき大都市圏として、東京圏、名古屋圏、関西圏の代表的地域をモデルとして取り

上げ、その導入可能性の検討を行う。なお、本検討は「大都市圏における業務集約拠点や公共機能中心拠

点のBCP対応型自立分散エネルギー供給システムの導入可能性調査委員会（（一社）都市環境エネルギー

協会）」の成果の一部をまとめたものである。 

 

2. 検討対象地域と検討方針 

（１） 板橋区大山駅周辺地区 

大山駅周辺地区は、板橋区の中でも、行政、サービス機能が集中しているエリアであり、区役所・警察署を

中心に、小中高等学校・大学、体育館、図書館等の教育文化施設や大規模な医療施設、更には、自衛隊十

条駐屯地や警視庁第十方面本部などの国・都の重要施設も立地している。このような地域特性から、板橋区

大山駅周辺地域は、大規模震災等の非常時において重要な役割を果たす地域として、業務継続街区（BCD）

の整備を推進することが求められる。 

そこで、当該対象地域に立地する板橋区役所並びに大規模病院施設所等の公共施設を対象として、コー

ジェネレーションシステム（CGS）導入による建物間エネルギー融通計画を行い居住継続計画（LCP）、BCP

を視野に入れて自立分散型エネルギー供給システムを構築した場合の環境負荷低減ならびにエネルギー

自立度向上の効果を分析し、導入可能性を検討する。併せて、災害時医療継続のための道路整備に伴う新

都市共同溝計画等検討を行い、将来的にエネルギーネットワーク構築に向けた方向性を検討する。 

（２） 名古屋市名古屋駅周辺地区 

名古屋駅周辺部は、エネルギー密度も高く業務中枢機能が集積している。当該地域には複数の地域冷暖

房施設が稼働し、今後、リニア中央新幹線駅開設に伴い、更に、エネルギープラントが計画 3)されている。一

方、今後、発生が予想されている南海、東南海地震による被害、液状化、浸水に対応して、地域レベルでの

安全・安心にむけた機能強化の推進を図ることが不可欠である。そのため、今後さらなる、CGS 機能の強化、

プラント間の相互連携、地下街の防災性の確保等が必要で、当該地域における総合的な街区レベル事業継

続（BCD）計画を推進が望まれる。 

そこで、当該地域の安全安心機能を含む地域冷暖房施設の実態、今後の計画、地下街の安全性・安心面

からの実態調査を行い、今後のあり方と方向性を検討する。 

（３） 大阪市御堂筋船場地区 

大阪市御堂筋・船場地区は、商都の中心として、大阪のみならず、我が国をけん引してきたが、現在は、



地盤沈下が著しく、新たな視点からの、街づくりが求められている。即ち、国際化や情報化、低炭素でエネル

ギー自立、事業継続計画が確保され、賑わいの創出、居住環境高度化等安全安心を含む、新たな街づくり

が、大阪再生の役割として期待される。 

そうした背景から、御堂筋・船場地区内において、都心居住促進を進めている 4）～5）代表的なモデル地区

である「中央区役所周辺部」を対象として、中圧ガス導管を活用した「自立分散型エネルギー供給システム」

計画を検討し、その効果について分析する。 

 

3. システム計画 

（１） 板橋区大山駅周辺地区 

はじめに、STEP1 として、板橋区役所から西側の地域を対象に検討を行う。更に、STEP2 として、東側の地

域を含めて全体の検討を行う。 

現在、各建物では系統電力、都市ガス、上下水

道、情報線網を使って個別に電力負荷・熱負荷に

対応したエネルギー及び情報を活用している。

STEP1 では、各建物で事業継続計画（BCP）を実行

する際に、非常時において必要となる電力を確保

するために新たに自家発電設備となる CGS を設置

することを想定し、近隣に立地する建物をネットワー

クで接続し、電力・熱・情報・水の相互融通を図る計

画とする。ネットワークとなるインフラを整備する際、

従来の共同溝としての整備ではなく、専用電力線、

熱導管、専用情報線、専用水道管等を収容可能と

する「新都市共同溝」を提案する。また、建物間の相

互融通を制御するためのコントロールセンター機能

を有する「エリアマネジメントセンター」を新たに設置

することも併せて提案する。STEP2 では、建物間ネ

ットワークが進み、検討対象とする建物全てがネット

ワーク化された状態を想定する。 

（２） 名古屋市名古屋駅周辺地区 

名古屋市・名古屋大都市圏の成長戦略として、リ

ニア中央新幹線の整備を契機とした国際的な「スー

パーターミナルシティ」の形成が掲げられている 6）。

駅周辺空間の整備を起爆剤とした都市全体の高質

化や、ものづくり産業等に関わる企業・人材や文化・

交流を支える都市機能の強化が推進されていく中

で、名古屋駅周辺地域を構成する空間と、そこに滞

在する人々に安全安心な環境を提供する街区の形

成を目指す。 

その実現を目指した取り組みとして、ⅰ）安全まち

づくり、ⅱ）低炭素まちづくり、ⅲ）地下空間整備、

ⅳ）エリアマネジメント・タウンマネジメントをコンセプ

トに検討を行う。 

（３） 大阪市御堂筋船場地区 

将来想定モデルとして、街区一体化によるスマー

トエネルギーの構築を目指す。具体的には、中央区 

図１ 板橋区大山駅周辺地区の概要 
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役所周辺地区において、新都市共同溝を整備しエ

ネルギーネットワーク化することで、将来構想建物

内に設置するコージェネレーションシステムの電力

と熱の面的利用を行い、環境負荷低減効果、自立

電源による電力供給割合を試算する。 

自立分散電源であるコージェネレーションを導入

することで、地域熱供給及び特定電気供給事業を

行うことが可能となり、災害時（停電時）にいても最低

限必要となる電力及び冷暖房の継続供給が可能な

システムとする。 

 

4. 検討結果 

（１） 板橋区大山駅周辺地区 

①エネルギー供給対象建物延床面積 

検討対象の建物延床面積と用途割合を表 1 に示

す。 

②エネルギー負荷の試算 

ネルギー原単位 7）を用いて一般電力負荷・熱負

荷を算定した。求めた負荷の年間値とピーク値を表

2 に示す。 

③エネルギー供給シミュレーションの条件設定 

CGS の発電容量は病院が非常時でも機能維持

するのに必要な電力量として、ピーク電力負荷の

75%とした。また、環境効果比較のためのシステムと

して、熱需要（冷房・暖房）をガス 50%、電力 50%で賄

う比較システムを設定した。比較システムでは、電力

負荷には商用電力で、給湯負荷にはボイラで対応

する。 

④省エネルギー効果 

(a)省エネルギー効果 

年間一次エネルギー消費量を試算した結果、シ

ステム導入前と比べ、システム導入後では年間一次

エネルギー消費量の省エネルギー効果は 33.2～

41.7%の削減となった。 

(b)省CO2効果 

環境省・経済産業省の「温室効果ガス排出量算

定・報告マニュアル」8）に従い試算した結果、年間の

S
T
E
P
１ 

年間

負荷 

一般電力(MWh/年) 冷房(GJ/年) 暖房(GJ/年) 給湯(GJ/年) 

41,941[49,546] 104,553 94,562 85,452 

ﾋﾟｰｸ

負荷 

一般電力(kWh/h) 冷房(MJ/h) 暖房(MJ/h) 給湯(MJ/h) 

8,277[11,321] 103,635 87,024 30,843 

S
T
E
P
２ 

年間

負荷 

一般電力(MWh/年) 冷房(GJ/年) 暖房(GJ/年) 給湯(GJ/年) 

72,278[85,780] 190,249 164,809 138,864 

ﾋﾟｰｸ

負荷 

一般電力(kWh/h) 冷房(MJ/h) 暖房(MJ/h) 給湯(MJ/h) 

14,738[20,372] 188,853 151,544 49,638 

建物用途 
STEP２ STEP２ 

延床面積 割合 延床面積 割合 

官公庁 35,340 m2 16 % 35,340 m2 8 % 

厚生医療 185,389 m2 84 % 321,777 m2 72 % 

事務所 0 m2 0 % 87,914 m2 20 % 

表２ 年間ピーク時の熱・電負荷想定 
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図４ 年間一次エネルギー消費量の試算結果 

図５ 年間CO2排出量の試算結果 

表１ 対象建物の用途別延床面積と割合 

図６ 自立電源による電力供給の自立性評価 



CO2排出量は熱主電従運転で換算係数0.690kg/t- 

CO2/kWh を用いた場合 71.7%の削減となった。 

 (c)CGS電力供給率 

自立型エネルギー供給システムの評価方法とし

て、CGS電力供給率を求めた。CGS電力供給率を、

年間の電力消費量に対する CGS 電源による発電量

の割合として定義する。試算の結果、CGS電力供給

率は 91.4～93.8％となった。 

（２） 名古屋市名古屋駅周辺地区 

図 2 で示した名古屋駅周辺地区の BCD 形成に

向けた整備検討方針を踏まえ、リニア中央新幹線の

開業、名駅周辺の再開発、地下街の整備計画を受

け、地域のエネルギー、防災、情報等を管理する

「オフサイトセンター（仮）」の整備を検討する。「オ

フサイトセンター（仮）」には、自立電源を設置し、名

古屋駅周辺の地域冷暖房（DHC）プラントとネットワ

ークで接続し、熱・電力の面的利用の検討を行う。 

また、平常時の地域情報、非常時の防災情報を

発信するエリアマネジメント・BCP 拠点としての機能

を果たし、情報伝達のための情報ネットワーク・デジ

タイルサイネージ等の整備を検討する。図 7 に断面

イメージを示す。 

（３） 大阪市御堂筋船場地区 

①エネルギー供給対象建物延床面積 

検討対象の建物延床面積と用途割合を表 3 に示

す。 

②エネルギー負荷の試算 

エネルギー原単位 7）を用いて一般電力負荷・熱

負荷を算定した。求めた負荷の年間値とピーク値を

表 4 に示す。 

③エネルギー供給シミュレーションの条件設定 

CGS の発電容量は病院が非常時でも機能維持

するのに必要な電力量として、ピーク電力負荷の

建物用途 街区数 合計延床面積 割合 

業務 60,000m2 ✕ 4 街区 240,000 m2 42 % 

住宅 48,000m2 ✕ 4 街区 192,000 m2 33 % 

商業・その他 36,000m2 ✕ 4 街区 144,000 m2 25 % 

年間

負荷 

一般電力(MWh/年) 冷房(GJ/年) 暖房(GJ/年) 給湯(GJ/年) 

73,607[81,960] 147,281 82,243 54,448 

ﾋﾟｰｸ

負荷 

一般電力(kWh/h) 冷房(MJ/h) 暖房(MJ/h) 給湯(MJ/h) 

17,206[20,595] 117,775 73,532 19,808 

表３ 対象建物の用途別延床面積と割合 

表４ 年間とピーク時の熱・電負荷想定 
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図８ 年間一次エネルギー消費量の試算結果 
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50%とした。また、環境効果比較のためのシステムとして、熱需要（冷房・暖房）をガス 50%、電力 50%で賄う比

較システムを設定した。比較システムでは、電力負荷には商用電力で、給湯負荷にはボイラで対応する。 

④環境負荷低減効果の試算 

(a)省エネルギー効果 

年間一次エネルギー消費量を試算した結果、システム導入前と比べ、システム導入後では年間一次エネ

ルギー消費量の省エネルギー効果は 34.5%の削減となった。 

(b)省CO2効果 

環境省・経済産業省の「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」8）に従い試算した結果、年間の CO2

排出量は熱主電従運転で換算係数 0.690kg/-CO2/kWh を用いた場合 52.7%の削減となった。 

(c)CGS電力供給率 

自立型エネルギー供給システムの評価方法として、CGS 電力供給率を求めた。CGS 電力供給率を、年間

の電力消費量に対する CGS 電源による発電量の割合として定義する。試算の結果、CGS 電力供給率は

71.5％となった。 

 

5. まとめ 

いずれの地区も業務機能や公共機能の集約拠点のBCPに対応して適切な規模・範囲で自立分散エネル

ギー供給システムを備えることにより、平常時の大幅な省エネルギーと低炭素化ならびに非常時の BCD とし

ての機能強化が図れることが示された。検討の内容を踏まえ、地区特性、計画概要と効果、今後の課題と方

向性について表 5 にまとめる。 
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表５ 検討のまとめと今後の課題 

 板橋区大山駅周辺地区 名古屋市名古屋駅周辺地区 大阪市御堂筋船場地区 

地
区
特
性 

・ 都心の直下型地震等災害時

バックアップ可能な立地 

・ 病院（約 4,000床）が集積し、

緊急時、地域並びに東京都

心の救急医療、防災拠点とし

て期待 

・ 大山駅周辺地区開発が活発 

・ 板橋区役所が対象地域の中

心部に立地 

・ リニア中央新幹線駅舎等周

辺開発が活発化 

・ 地下街、地下通路が複雑

化、南海、東南海地震等の

被害想定等から帰宅困難者

を含む防災、避難対策が不

可欠 

・ 地域冷暖房施設が数か所導

入され、一部ネットワーク化も

実施 

・ 大阪市緊急整備地区内に位

置し、夜間人口を増やし、賑

わいの創出を推進 

・ 御堂筋・船場地区全体計画

と連動した計画で、都心居住

推進地域として各種施策を

実施 

・ 南海地震、上町断層等地

震、浸水等深刻な被害が想

定 

計
画
概
要
と
効
果 

・ 各病院にコージェネを設置

し、排熱導管、電力、情報等

をネットワーク化 

・ ネットワークには、新都市共

同溝を敷設し、計画的整備 

・ ネットワークの中心部に、防

災情報センターを設置 

・ 省エネ（ 41.7% ） 、省 CO2

（71.7%）、自立電源（93.8%）

の効果 

・ エリアマネジメントにおける

位置づけを図りつつ、帰宅

困難者、地下街避難者対応

の災害情報サイネージ設置

計画 

・ 熱、電力等エネルギー自立

を図りながら、各プラント間ネ

ットワーク化を計画 

・ 非常時、平常時活用のオフ

サイトセンターの設置と関連

情報の発信基地 

・ 御堂筋・船場地区の総合的

な事業継続街区計画（BCD）

に位置付けられる計画 

・ 夜間人口確保のため集合住

宅を計画 

・ 中央区役所に CGS、地域防

災情報センターを設置、新

都市共同溝によりネットワー

ク化 

・ 省エネ（ 34.5% ） 、省 CO2

（52.7%）、自立電源（71.5%）

の効果 

今
後
の
課
題
と
方
向
性 

・ 東京都並びに板橋区におけ

る本計画の位置づけの検討

（国家戦略特区等施策） 

・ 地元商店街、病院施設等と

の調整、協議、協力支援体

制の検討 

・ 対象地域の病院並びに対象

施設の実態調査に基づく計

画の実施 

・ 大山駅前開発整備計画を含

めて整備スケジュールの検

討 

・ 新都市共同溝の敷設道路の

埋設物調査並びに敷設計画

と補助金を含む法的検討 

・ 本計画の建設費、事業収支

計画、事業形態の検討 

・ 事業推進体制、事業主体形

成の検討 

・ 名古屋駅前周辺部の開発動

向、整備スケジュールの状

況調査 

・ 地下街、地下通路の実態調

査と課題整理 

・ 名古屋市、JR、名鉄等事業

者並びに周辺地権者との課

題共有 

・ エリアマネジメント協議会、

地下街連絡協議会等におけ

る役割と位置づけ 

・ 名古屋市等行政の地域防災

計画との関係と位置づけ 

・ 実態調査に基づく、熱･電

力･情報のネットワーク計画 

・ 災害情報サイネージ、オフ

サイトセンターの具体的な計

画 

・ 大阪市、中央区における本

計画の位置づけの検討（国

家戦略特区等施策） 

・ 地元商店街等との調整、協

議、協力支援体制の検討 

・ 対象地域内の集合住宅、都

市開発計画の状況調査並び

に具体的な検討 

・ 御堂筋、船場地区全体の事

業継続街区計画（BCD）との

整合性検討 

・ 新都市共同溝の敷設道路の

埋設物調査並びに敷設計画

と補助金を含む法的検討 

・ 本計画の建設費、事業収支

計画、事業形態の検討 

・ 事業推進体制、事業主体形

成の検討 

 


